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平成平成平成平成    16161616    年年年年    3333    月期月期月期月期            個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要           平成 16 年 5 月 18 日 

 
上 場 会 社 名         西部瓦斯株式会社                      上場取引所  東 大 福 
コ ー ド 番 号           9536                                      本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.saibugas.co.jp/）                      福岡県 
代  表  者 役職名 取締役社長      氏名 小川 弘毅 
問合せ先責任者 役職名 取締役経理部長    氏名 田中 優次   ＴＥＬ(092)633－2245 
決算取締役会開催日 平成 16 年 5 月 18 日     中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 29 日     単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                              (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

   103,451      2.6 
100,870    △0.1 

5,049      9.2 
4,622    △7.4 

3,439      3.6 
3,320      4.9 

  
 

当期純利益 １ 株当たり 
当 期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

2,196      1.5 
2,163      7.0 

5.78 
5.69 

－ 
5.48 

4.2 
4.2 

1.8 
1.7 

3.3 
3.3 

(注) ①期中平均株式数 16 年 3 月期 371,694,357 株    15 年 3 月期 371,791,920 株 
    ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

5.00 
5.00 

2.50 
2.50 

2.50 
2.50 

1,858 
1,858 

86.5 
87.9 

3.4 
3.6 

 
 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

196,183     
195,296     

53,979     
51,796     

27.5  
26.5  

145.10  
139.21  

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期  371,675,941 株    15 年 3 月期  371,714,353 株 
     ②期末自己株式数     16 年 3 月期      199,735 株    15 年 3 月期      161,323 株 
 
２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

47,000 
104,000 

200 
4,000 

100 
2,500 

2.50  
――― 

――― 
2.50  

――― 
5.00  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  6 円 59 銭 
 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因
に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大き
く異なる結果となる可能性があります。 
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経営成績経営成績経営成績経営成績    

    
(1)営業の状況 
①お客さま戸数 
住宅着工件数の低迷に加え、エネルギー市場における競合が熾烈さを極めるなか、当期中に

17 件の供給区域の拡張を行うなど、新規お客さまの獲得に鋭意努力いたしました結果、お客さ
ま戸数は前期末に対し 4,128 戸増加し、1,125,109 戸となりました。 
一方、天然ガスへの転換につきましては、平成 15 年３月から最終計画地である長崎地区での

転換を進めており、期末現在では総戸数の 93％にあたる 104 万戸のお客さまに天然ガスをお使
いいただいております。なお、長崎地区の転換は平成 17 年７月に完了する計画であり、これに
より平成元年３月から進めてまいりました天然ガス転換は当社の全供給区域で完了することと
なります。 
 
（お客さま戸数） 
 （単位  戸） 

当 期 
（16.３.31 現在） 

前 期 
（15.３.31 現在） 

増 減 
率 
％ 

1,125,109 1,120,981 4,128 0.4 

 
② ガス販売 
ガス販売量は、前期に対し 6.6％増の 644,484 千 となりました。  
このうち、家庭用ガス販売量につきましては、新規お客さまの獲得や暖房機器をはじめとす

るガス機器の販売に鋭意努力いたしましたものの、需要期である冬場の気温が前年より高めに
推移したことなどにより、前期に対し 0.5％減の 275,722 千 となりました。  
また、業務用ガス販売量につきましては、懸命な営業活動による産業用や空調用などの需要

獲得に努めました結果、前期に対し 9.8％増の 338,602 千 となりました。  
さらに、他のガス事業者への卸供給につきましても、新たな卸供給先への年間を通じての供

給により、前期に対し 58.8％増の 30,160 千 となりました。  
以上のようなガス販売の結果、ガス売上高は、前期に対し 2.6％増の 87,679 百万円となりま

した。 
 
（ガ ス 販 売 量） 
 （単位  千 ）  

項 目 当 期 
（15．４～16．３） 

前 期 
（14．４～15．３） 増 減 率 

％ 

家 庭 用 275,722 277,059 △ 1,337 △ 0.5 

そ の 他 用 368,762 327,455 41,307 12.6 

計 644,484 604,514 39,970 6.6 

 
③ 受注工事 
受注工事につきましては、住宅着工件数が低迷するなか、新設工事の獲得に鋭意努力したこ

となどにより、受注工事売上高は、前期に対し 4.9％増の 4,416 百万円となりました。 
 

④ ガス機器 
ガス機器につきましては、床暖房をはじめとした暖房機器の販売に鋭意努力したことなどに

より、ガス機器売上高は、前期に対し 3.0％増の 8,980 百万円となりました。 
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⑤ 附帯事業 
熱供給事業及び液化天然ガス販売事業等の附帯事業収益につきましては、熱供給先の店舗閉

鎖等の影響により、前期に対し 3.2％減の 2,366 百万円となりました。 
 
 

(2)収支の状況 
以上のような業容の結果、収入につきましては、ガス売上高 87,679 百万円に、受注工事・ガ

ス機器販売等の営業雑収益 13,404 百万円と附帯事業収益 2,366 百万円を加えた総売上高は
103,451 百万円となり、さらに営業外収益を加算した総収入は、前期に対し 2,450 百万円（2.4％）
増の 104,201 百万円となりました。 
一方、支出につきましては、経営全般に亘り一層の合理化・効率化を図り、諸経費の削減に

鋭意努めましたものの、長崎新工場の竣工に伴う償却負担が増加したことなどにより、総費用
は前期に対し 2,332 百万円（2.4％）増の 100,762 百万円となりました。 
以上の結果、経常利益は 3,439 百万円となりました。また、当期は、確定拠出年金制度への

移行に伴う損失などを特別損失に計上する一方、投資有価証券及び旧総合研究所跡地などの売
却益を特別利益に計上し、法人税等を控除した後の当期純利益は、2,196 百万円となりました。 

 

 
(3)次期の見通し 

ガス販売量は、新規需要家の獲得及びガス機器の普及・拡大に努めること等により、前期比
3.8％増の 669,003 千 となる見通しであり、売上高は前期比 0.5％増の 104,000 百万円とな
る見通しであります。 
一方、支出につきましては、ガス販売量の増加により原材料費が増加するものの、営業外

収支の改善等により、経常利益は 4,000 百万円、当期純利益は 2,500 百万円となる見通しで
あります。 

 
 （単位  百万円）  

項   目 １６年度計画 １５年度実績 増   減 率(％) 

売 上 高 104,000 103,451 549 0.5 

営 業 利 益 5,100 5,049 51 1.0 

経 常 利 益 4,000 3,439 561 16.3 

当期純利益 2,500 2,196 304 13.8 

 
 
  

(4)設備投資の状況 
      （単位  億円）  

項   目 １６年度計画 １５年度実績 

設備投資額 128 126 

 



貸　借　対　照　表
（単位  百万円）

科            目 当　　　期
(16.３.31現在)

前　　　期
(15.３.31現在) 増      減

（  資   産   の   部  ）

177,235  177,256  △       21  

143,143  148,761  △    5,618  

製 造 設 備 46,559  42,312  4,247  

供 給 設 備 79,339  84,087  △    4,748  

業 務 設 備 7,446  7,692  △      246  

附 帯 事 業 設 備 5,391  5,165  226  

建 設 仮 勘 定 4,406  9,503  △    5,097  

484  179  305  

33,607  28,315  5,292  

投 資 有 価 証 券 21,379  15,731  5,648  

関 係 会 社 投 資 9,198  8,263  935  

長 期 貸 付 金 609  1,190  △      581  

社 内 長 期 貸 付 金 688  928  △      240  

関係会社長期貸付金 398  209  189  

長 期 前 払 費 用 306  336  △       30  

そ の 他 投 資 1,706  2,002  △      296  

貸 倒 引 当 金 △      680  △      346  △      334  

18,948  18,040  908  

現 金 及 び 預 金 3,115  3,369  △      254  

受 取 手 形 388  773  △      385  

関 係 会 社受取手形 1,029  1,117  △       88  

売 掛 金 5,858  6,782  △      924  

関 係 会 社 売 掛 金 1,071  1,086  △       15  

未 収 入 金 415  687  △      272  

製 品 73  81  △        8  

原 料 1,188  1,066  122  

貯 蔵 品 1,105  1,084  21  

前 払 費 用 11  5  6  

関 係 会 社短期債権 2,556  94  2,462  

繰 延 税 金 資 産 1,039  946  93  

そ の 他 流 動 資 産 1,202  1,057  145  

貸 倒 引 当 金 △      107  △      111  4  

196,183  195,296  887  

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
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（単位  百万円）

科            目 当　　　期
(16.３.31現在)

前　　　期
(15.３.31現在) 増      減

（  負   債   の   部  ）

93,990  106,549  △   12,559  

社 債 50,000  60,000  △   10,000  

長 期 借 入 金 38,559  43,782  △    5,223  

繰 延 税 金 負 債 1,891  2,005  △      114  

退 職 給 付 引 当 金 -  149  △      149  

ガスホルダー修繕引当金 625  593  32  

長 期 未 払 金 2,895  -  2,895  

そ の 他 固 定 負 債 17  17  0  

48,214  36,951  11,263  

１年以内に期限到来の固定負債 29,361  9,997  19,364  

買 掛 金 2,184  2,819  △      635  

短 期 借 入 金 850  6,300  △    5,450  

未 払 金 3,406  3,017  389  

未 払 費 用 3,719  3,504  215  

未 払 法 人 税 等 2,913  1,894  1,019  

前 受 金 2,265  2,496  △      231  

預 り 金 572  509  63  

関 係 会 社 短 期 債 務 2,824  3,162  △      338  

コマーシャル・ペーパー -  3,200  △    3,200  

そ の 他 流 動 負 債 116  49  67  

142,204  143,500  △    1,296  

（  資   本   の   部  ）

20,629  20,629  0  

資 本 金 20,629  20,629  0  

5,695  5,695  0  

資 本 準 備 金 5,695  5,695  0  

23,384  23,095  289  

利 益 準 備 金 4,396  4,396  0  

固定資産圧縮積立金 2,628  2,892  △      264  

熱量変更準備積立金 -  6,900  △    6,900  

別 途 積 立 金 9,400  4,500  4,900  

当 期 未 処 分 利 益 6,959  4,405  2,554  

4,307  2,405  1,902  

その他有価証券評価差額金 4,307  2,405  1,902  

△        37  △        30  △        7  

自 己 株 式 △        37  △        30  △        7  

53,979  51,796  2,183  

196,183  195,296  887  

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式

固 定 負 債

流 動 負 債

負 債 合 計

資 本 金
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損　益　計　算　書
（単位  百万円）

科            目 当　　　期
(15.４～16.３)

前　　　期
(14.４～15.３) 増     減

87,679  85,490  2,189  
ガ ス 売 上 87,679  85,490  2,189  

30,822  30,585  237  
(        56,857) (        54,904) (         1,953) 

42,330  39,620  2,710  
9,842  11,055  △    1,213  

(         4,683) (         4,228) (           455) 
13,404  12,934  470  

受 注 工 事 収 益 4,416  4,208  208  
器 具 販 売 収 益 8,980  8,721  259  
そ の 他 営 業 雑 収 益 6  5  1  

13,164  12,680  484  
受 注 工 事 費 用 4,316  4,131  185  
器 具 販 売 費 用 8,847  8,549  298  

2,366  2,444  △       78  
2,240  2,305  △       65  

(         5,049) (         4,622) (           427) 
750  881  △      131  

受 取 利 息 49  59  △       10  
受 取 配 当 金 197  219  △       22  
雑 賃 貸 料 167  173  △        6  
雑 収 入 336  428  △       92  

2,361  2,183  178  
支 払 利 息 626  611  15  
社 債 利 息 1,256  1,382  △      126  
社 債 発 行 差 金 償 却 3  -  3  
社 債 発 行 費 償 却 64  -  64  
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 321  -  321  
雑 支 出 88  190  △      102  

(         3,439) (         3,320) (           119) 
2,856  768  2,088  

固 定 資 産 売 却 益 1,015  768  247  
投資有価証券売却益 1,840  -  1,840  

2,784  497  2,287  
確定拠出年金制度への
移 行 に 伴 う 損 失 2,776  -  2,776  

投資有価証券評価損 8  497  △      489  
(         3,510) (         3,591) (   △       81) 

2,600  1,575  1,025  
△      1,285  △      147  △    1,138  

2,196  2,163  33  
5,692  3,171  2,521  
929  929  0  

6,959  4,405  2,554  
中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

（ 経 常 利 益 ）

特 別 利 益

特 別 損 失

（税引前当期純利益）

附 帯 事 業 収 益

附 帯 事 業 費 用

（ 営 業 利 益 ）

営
 
業
 
外
 
損
 
益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経
　
　
 
 
常
　
　
 
 
損
　
 
　
 
益
 
　
　
　
の
 
 
　
　
部

営
　
　
　
業
　
　
　
損
　
　
　
益

製 品 売 上

売 上 原 価

（ 売 上 総 利 益 ）

供 給 販 売 費

一 般 管 理 費

（ 事 業 利 益 ）

営 業 雑 収 益

営 業 雑 費 用

特

別

損

益

の

部
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   １．重要な会計方針 
（１）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 
 佐世保工場及び福岡県北部パイプラインについては定額法、その他の資産については定率
法によっております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。 
 ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法
を採用しております。 
②無形固定資産 

定額法によっております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。 

（２）有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その
他有価証券のうち、時価のあるものについては決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のないも
のについては移動平均法による原価法によっております。 

（３）デリバティブの評価は、時価法によっております。 
（４）たな卸資産（製品・原料・貯蔵品）の評価は、移動平均法による原価法によっております。 
（５）繰延資産の処理方法については、社債発行差金、社債発行費及び天然ガス転換に係る開発費

を、支出時に全額費用処理しております。 
（６）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
期末現在に有する売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。 
②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10 年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しております。 
なお、退職給付信託（3,209 百万円）控除前の退職給付引当金残高は、2,097 百万円であ

り、超過額 1,111 百万円についてはその他投資に計上しております。 
（追加情報） 
確定拠出年金法の施行に伴い、平成１６年３月に退職一時金制度から確定拠出年金制度

へ規約改定を行っております。 
この移行については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第２号）を適用し、2,776 百万円を特別損失に計上しております。 
③ガスホルダー修繕引当金 

球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回の修繕見積額
を次回修繕までの期間に配分して計上しております。 

（７）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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（８）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ

いては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理に
よっております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ⅰ)ヘッジ手段‥‥為替予約 
ヘッジ対象‥‥外貨建金銭債務（原料購入代金） 

ⅱ)ヘッジ手段‥‥原油価格に関するスワップ 
ヘッジ対象‥‥原料購入代金 

ⅲ)ヘッジ手段‥‥金利スワップ 
ヘッジ対象‥‥社債及び借入金 

③ヘッジ方針 
当社の内部規程に基づき、為替変動リスク、原油価格変動リスク及び金利変動リスクを

ヘッジしております。なお、実需に関係のないデリバティブ取引は行っておりません。 
④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより行っております。ただし、振
当処理の要件を満たしている為替予約及び特例処理の要件を満たしている金利スワップに
ついては、有効性の評価を省略しております。 

（９）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

   ２．有形固定資産の減価償却累計額    （当  期）      （前  期） 
                    279,762 百万円    264,578 百万円 
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利 益 処 分 案 
（単位  百万円） 

科 目 
当      期      

(15.４～16.３) 
前      期      

(14.４～15.３) 
増     減 

当 期 未 処 分 利 益 6,959 4,405 2,554 

固定資産圧縮積立金取崩し 236 264 △        28 

熱量変更準備積立金取崩し - 6,900 △     6,900 

合 計 7,196 11,570 △     4,374 

これを次のとおり処分いたします。    

配 当 金 
（１株につき２円50銭） 

929 
（１株につき２円50銭） 

929 
 
0 

取 締 役 賞 与 金 49 49 0 

別 途 積 立 金 - 4,900 △     4,900 

次 期 繰 越 利 益 6,218 5,692 526 
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平成１６年５月１８日 

 
役 員 の 異 動 

西部ガス株式会社  
（ ）内は現役職  

 
 
１.新任取締役候補 

  取 締 役（ＪＦＥエンジニアリング㈱九州支社顧問）宮 川 正 己  
  取 締 役（理事  営業本部営業総括部長）         松 本   学  
 
２.退任予定取締役 

  専務取締役 [平成 15 年 6 月より西部ガスエンジニアリング㈱取締役社長 ] 有 田 紘 義  
  専務取締役 [西部ガス設備点検㈱取締役社長に就任予定 ] 有 吉 征一郎  
 

（平成１６年６月２９日付予定）



- 2 - 

平成１６年５月１８日 

 

役    員 
 

代 表 取 締 役 会 長 平 山 良 明  

代 表 取 締 役 社 長 小 川 弘 毅  

代表取締役副社長 長谷川 昭 夫  

代表取締役副社長 遠 藤 恭 介  

専 務 取 締 役 白 石 昭 典  

常 務 取 締 役 宮 川 正 己  

常 務 取 締 役 由 良 範  

常 務 取 締 役 安 井 浩 一  

取 締 役 相 談 役 田 尻 英 幹  

取 締 役 新 井 正 人  

取 締 役 岩 本   博  

取 締 役 小 洞 秀 幸  

取 締 役 田 中 優 次  

取 締 役 竹 野 純 一  

取 締 役 松 本   学  

常 勤 監 査 役 樋 口 皎 治  

常 勤 監 査 役 船 越 善 文  

監 査 役 佐 田 吉之助  

監 査 役 小 森 孝 男  

 

（平成１６年６月２９日付予定） 


